
第4次豊中市ごみ減量計画　概要版
はじめに

減量目標と個別目標

施策体系

　「第4次一般廃棄物処理基本計画」において、ごみの焼却処理量を令和9年度までに

平成28年度実績より８％削減するという目標を設定しました。

　新たな目標達成のために具体的方策を示す「第4次ごみ減量計画」を策定しました。

計画期間

　本計画の計画期間は、平成30年度から令和9年度までの10年間とし、目標年度

は令和9年度とします。

　なお、前期（平成30年度～令和4年度）、後期（令和5年度～令和9年度）に計画期間

を分けています。

減量目標

個別目標

ごみ焼却処理施設に、適切に処理
できる量を上回るごみが搬入され
ている

基準年度
平成28年度

約104千t / 年
まずは、ごみ焼却処理施設で適切
に処理できる量に削減する

ごみの焼却処理量を令和9年度（2027年度）には

平成28年度（2016年度）実績より8%削減

中間目標
令和4年度

約99千t / 年
さらに、大阪府自治体の上位水準
をめざして焼却処理量を削減する

最終目標
令和9年度

約95千t / 年

減量目標達成を目指し、減量目標を達成するための個別目標を設定
最終目標

令和9年度

約386g / 人/ 日
家庭系ごみ1人1日当たり量

：約28g削減

最終目標
令和9年度

約38千t  / 年
事業系ごみ量

：約5千ｔ削減

最終目標
令和9年度

約19.3%
リサイクル率

：約3.6％増加

基準年度

平成28年度

約414g / 人/ 日

基準年度
平成28年度

約43千t  / 年

基準年度
平成28年度

約15.7%

※再生資源除く

※再生資源除く

市民、事業者、行政
が、一丸となって
減量目標達成

基本
理念

基本
方針

基本
施策 具体的施策

※は優先的な取組み内容

主な取組み内容

環境学習・教育の充実 ●３Ｒ行動の意識を高める環境学習・教育の充実

●豊中エコショップ制度のＰＲの充実と認定店舗への魅力づくり

●食品ロス削減のための工夫や取組み事例の紹介

●廃棄物減量等推進員の協力を得て、地域での３Ｒ活動を活性化

●大規模集合住宅におけるごみ排出ルールの徹底と３Ｒ活動の活性化

●発生抑制に向けた取組み

●再使用に向けた取組み

●再生資源集団回収参加への働きかけ

●業種別事業系ごみ減量マニュアル等の作成

●搬入物調査の充実と活用

●中小規模事業者の再生資源を回収できる仕組みづくり

●効率的な収集と市民サービスの向上
●高齢者・障害者へのごみ排出サポートシステムの継続

●豊中市伊丹市クリーンランド等との連携強化
●最終処分場の安定的確保

環境配慮型販売システムの推進

食品ロスの削減に向けた取組み※

３Ｒに取り組む市民活動団体や
グループ活動等との連携強化

地域での３Ｒ活動の活性化

発生抑制・再使用の推進※

再生資源集団回収の推進※

多様な再生資源回収方法の構築

適切な分別排出の浸透

家庭系ごみの有料化の検討

ごみ減量に向けた情報提供※

多量排出事業所における
ごみ減量の促進※

搬入物調査の活用※

中小規模事業者における
分別排出の促進

食品廃棄物リサイクル等の推進

イベント系ごみの発生抑制
及び再使用の推進

ごみ処理費用負担の適正化

時代の要請に応じた分別収集
体制の推進

安定した中間処理施設等の運用
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